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被爆70年、2015年NPT再検討会議にむけて

核兵器全面禁止署名などへのご協力のお願い

平和と福祉の増進、住民の安全・財産を守るための諸活動のご尽力に心から敬意を表します。また日頃からの原水爆禁止運動へのご協力とご支援に感謝申し上げます。
ことしは広島と長崎に原爆が投下されて70年の節目の年です。被爆者の平均年齢は80歳を超えました。「生きているうちに核兵器廃絶を」－この被爆者の声を受けとめ、「核兵器のない世界」を実現するために力を尽くさなければなりません。
いま、核兵器の廃絶を求める声は、世界の圧倒的な世論に発展しています。
　今年4月の核不拡散条約（NPT）再検討会議を前に、国連総会では核兵器禁止条約の交渉開始や前回2010年NPT会議の合意実行を求める決議が圧倒的多数の賛成で採択されています。核兵器の非人道性を告発し、廃絶を求める共同声明や国際会議が、圧倒的多数の国々の支持と共感を集め、広がり続けています。
しかし、核保有国は核兵器を「抑止力」、自国の「安全の保証」などと主張し、「核兵器のない世界」の実現を正面から議論することに反対しています。この壁を打ち破らなければなりません。
世界で唯一、国民が非人道的な原爆の被害を体験した日本には、核兵器のない世界を達成するうえで特別に大きな責任と役割があります。
日本政府は、自身も認めているように唯一の被爆国、国民が核兵器の非人道性を直接体験した国の政府として、核兵器全面禁止の具体的プロセスに踏み切るよう核保有国に迫るべきです。
そのためにも、改めて核兵器全面禁止の立場を明確にし、次回NPT再検討会議において、核兵器全面禁止条約の交渉開始の国際合意をよびかけるべきです。
私たちは、日本政府に核兵器全面禁止・廃絶に尽力することを強く求めるとともに、被爆国の運動として、国際的にも市民社会の運動に核兵器禁止条約の交渉開始を共通の要求に、核保有国と自国の政府に行動を求める共同をひろげる決意です。
そのため、下記のことへのご協力をお願いするものです。
記

１、日本政府に対し、唯一の被爆国として、また核兵器の非人道性の共同声明の署名国として、核兵器全面禁止条約の交渉開始の立場に立つよう意見書を提出していただくこと。

２、「核兵器全面禁止のアピール」署名に自治体あげてご協力をいただくこと。（署名は、２０１５年ＮＰＴ再検討会議に提出します）

３、２０１５年核不拡散条約（ＮＰＴ）再検討会議へ自治体の代表を派遣していただくこと。
４、「ヒロシマ・ナガサキ　原爆と人間」パネルのご購入とともに、庁舎、公民館など公共施設で住民と共同して原爆展を開催していただくこと。毎年８月の広島、長崎の日に開催される原水爆禁止世界大会に自治体・住民の代表を派遣するなど非核平和行政を推進していただくこと。
　　　　　　　　　　　　　　　【問い合わせ・連絡先】

日本原水協：03-5842-6031、Fax03-5842-6033　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

